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証券番号            
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S0000026980-201308 

ボイラまたはボイラ付属機器に関する特約条項 

（腐食、さび、侵食、キャビテーション、ボイラスケール担保） 

 

第１条（保険金を支払う場合） 

（１）当会社は、保険の対象であるボイラまたはボイラ付属機器（以下「ボイラ等」とい

います。）に次のいずれかに該当する事由によって破裂、圧かい、膨出、爆発または亀裂

が生じた場合は、機械保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第２条（保

険金を支払わない場合）（２）③から⑤までの規定を適用しません。 

① 腐食、さび、侵食またはキャビテーション 

② 日常の使用または運転に伴う摩滅、消耗または劣化 

③ ボイラスケールの進行 

（２）（１）において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。 

① 破裂 

ボイラ等が、不測かつ突発的に内部に包容した気体または液体の圧力によりはり裂

けること、飛散することまたは破壊することをいいます。 

② 圧かい 

ボイラ等が、不測かつ突発的に内部に包容した気体または液体の圧力（真空を含み

ます。）により、押しつぶされることまたは裂開することをいいます。 

③ 膨出 

ボイラ等が、不測かつ突発的に内部に包容した気体もしくは液体の圧力または過熱

により、膨れ出し、または焼変し、再使用のためには修理または取替えを必要とす

る状態になることをいいます。 

④ 爆発 

ボイラ等につき、燃料もしくは燃料から発生したガスまたは粉塵が、不測かつ突発

的に異常燃焼し、ボイラ等が破壊または溶変することをいいます。ただし、通常の

使用により生じた溶変または崩壊は含みません。 

⑤ 亀裂 

ボイラ等の金属製部分が、不測かつ突発的に割れ、気体または液体が漏洩すること

をいいます。 

 

第２条（準用規定） 

この特約条項に定めのない事項については、この特約条項の趣旨に反しないかぎり、

普通約款の規定を準用します。 
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S0000028140-201310 

ボイラまたはボイラ付属機器に関する特約条項（ボイラスケールのみ担保） 

 

第１条（保険金を支払う場合） 

（１）当会社は、保険の対象であるボイラまたはボイラ付属機器（以下「ボイラ等」とい

います。）にボイラスケールの進行による破裂、圧かい、膨出、爆発または亀裂が生じた

場合は、機械保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第２条（保険金を支

払わない場合）（２）⑤の規定を適用しません。 

（２）（１）において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。 

① 破裂 

ボイラ等が、不測かつ突発的に内部に包容した気体または液体の圧力によりはり裂

けること、飛散することまたは破壊することをいいます。 

② 圧かい 

ボイラ等が、不測かつ突発的に内部に包容した気体または液体の圧力（真空を含み

ます。）により、押しつぶされることまたは裂開することをいいます。 

③ 膨出 

ボイラ等が、不測かつ突発的に内部に包容した気体もしくは液体の圧力または過熱

により、膨れ出し、または焼変し、再使用のためには修理または取替えを必要とす

る状態になることをいいます。 

④ 爆発 

ボイラ等につき、燃料もしくは燃料から発生したガスまたは粉塵が、不測かつ突発

的に異常燃焼し、ボイラ等が破壊または溶変することをいいます。ただし、通常の

使用により生じた溶変または崩壊は含みません。 

⑤ 亀裂 

ボイラ等の金属製部分が、不測かつ突発的に割れ、気体または液体が漏洩すること

をいいます。 

 

第２条（準用規定） 

この特約条項に定めのない事項については、この特約条項の趣旨に反しないかぎり、

普通約款の規定を準用します。 
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S0000032462-201511 

原因調査費用担保特約条項 

 

第１条（原因調査費用） 

当会社は、機械保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第１条（保険金を

支払う場合）（１）の保険金が支払われる場合において、損害が生じた保険の対象を復旧

するために要するその損害の原因の調査費用（被保険者またはその親族もしくは使用人に

かかわる人件費および被保険者が法人である場合に、その理事、取締役もしくはその他の

機関にある者またはその従業員にかかわる人件費を除きます。）が発生したときは、１回

の事故につき、30万円を限度として、原因調査費用保険金を支払います。 

 

第２条（準用規定） 

この特約条項に定めのない事項については、この特約条項の趣旨に反しないかぎり、普

通約款の規定を準用します。 




